（別紙様式２－１－１）
事　業　計　画　書
                                                  　　　　　　　　　　　　　　　流域下水道
１　法人等の概要
	
 法人等の名称
	


	
 所　在　地
	


	
 代　表　者
	


	
 法人等設立年月日
	


	
 資本金（基本財産）
	


	
 従業員（職員）数
	
   役員　　　　正職員　　　　臨時・パート　　　　　　　合計

	
 主な事業内容





	







	
 応 募 理 由



	





	
 県内所在の
 事務所又は事業所
 



	
事務所名等
	


	
	
所　在　地
	


	
	
電話番号

	




※グループ申請の場合は、別紙様式２－１－２を記入してください。　

（別紙様式２－１－２）
１－２　グループの概要
	 グループ名
	

	 
代
表
と
な
る
団
体


	 所在地
	

	
	 団体の名称
	
	代表者
	

	
	 法人等設置年月日
	
	資本金
	

	
	 従業員（職員）数
	 役員　　　　正職員　　　　臨時・パート　　　　　合計

	
	 主な事業内容


	


	
	
	下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号
	

	
	 県内所在の事務所 又は事業所

	 事務所名等
	

	
	
	 所在地
	

	
	
	 電話番号
	

	　　構
成
員





	 所在地
	

	
	 団体の名称
	
	代表者
	

	
	 法人等設置年月日
	
	資本金
	

	
	 従業員（職員）数
	 役員　　　　正職員　　　　臨時・パート　　　　　合計

	
	 主な事業内容


	


	
	
	下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号
	

	
	 県内所在の事務所 又は事業所

	 事務所名等
	

	
	
	 所在地
	

	
	
	 電話番号
	

	　　構
成
員





	 所在地
	

	
	 団体の名称
	
	代表者
	

	
	 法人等設置年月日
	
	資本金
	

	
	 従業員（職員）数
	 役員　　　　正職員　　　　臨時・パート　　　　　合計

	
	 主な事業内容


	


	
	
	下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号
	

	
	 県内所在の事務所 又は事業所

	 事務所名等
	

	
	
	 所在地
	

	
	
	 電話番号
	


※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。


（別紙様式２－１－３）
１－２　組合等の概要
	 組合名
	

	 
代
表
と
な
る
団
体


	 所在地
	

	
	 団体の名称
	
	代表者
	

	
	 法人等設置年月日
	
	資本金
	

	
	 従業員（職員）数
	 役員　　　　正職員　　　　臨時・パート　　　　　合計

	
	 主な事業内容


	


	
	
	下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号
	

	
	 県内所在の事務所 又は事業所

	 事務所名等
	

	
	
	 所在地
	

	
	
	 電話番号
	

	　　
事業を担う組合員
	 所在地
	

	
	 団体の名称
	
	代表者
	

	
	 法人等設置年月日
	
	資本金
	

	
	 従業員（職員）数
	 役員　　　　正職員　　　　臨時・パート　　　　　合計

	
	 主な事業内容


	


	
	
	下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号
	

	
	 県内所在の事務所 又は事業所

	 事務所名等
	

	
	
	 所在地
	

	
	
	 電話番号
	

	　　事業を担う組合員
	 所在地
	

	
	 団体の名称
	
	代表者
	

	
	 法人等設置年月日
	
	資本金
	

	
	 従業員（職員）数
	 役員　　　　正職員　　　　臨時・パート　　　　　合計

	
	 主な事業内容


	


	
	
	下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号
	

	
	 県内所在の事務所 又は事業所

	 事務所名等
	

	
	
	 所在地
	

	
	
	 電話番号
	


※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。

２　流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－１）
	
	項　　　　　　　　　目

	１ 施設の設置目的及び県が示した管理の方針
	ア　施設管理運営に関する基本方針




	２ 施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性


























	ア　通常管理運営業務の実施計画
(1) 運転操作監視業務実施計画
 ①浄化センター
　・水処理施設
　・汚泥処理施設
 ②中継ポンプ場
 ③マンホールポンプ
 ④幹線管きょ(接続点)流量測定システム
 ⑤その他の施設
 ⑥総合的な運転操作監視計画

(2) 保守点検業務実施計画

(3) 環境計測業務実施計画

(4) ユーティリティ・物品調達管理実施計画

(5) 分解整備工事実施計画

(6) 修繕業務実施計画

(7) 施設清掃・緑地管理業務実施計画
 ①施設清掃
 ②緑地管理

(8) 下水汚泥処理、処分等実施計画

(9) 沈砂・しさ（流入汚水中のゴミ）等処理、処分計画

(10) その他の業務実施計画



※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。


２　流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－２）
	
	                 項　　　　　　　　　目

	２ 施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性






























	イ　異常時の管理運営業務実施計画





	
	ウ　業務要求水準達成のための具体的方策
(1) 放流水質基準

(2) 維持管理要求基準      
                                
(3) その他                 


	
	エ　施設の効率的管理のための提案






	
	オ　安全管理に関する方針
(1) 業務従事者

(2) 見学者

(3) 周辺住民等

(4) 施設のセキュリティ


	
	カ　周辺住民等への配慮に対する方針


	
	キ　見学者への対応方針


	
	ク　当流域下水道の理解促進に向けた提案　


	
	ケ　クレーム、苦情等の処理方針



※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。


２　流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－３）
	
	                  項　　　　　　　　　目

	３ 施設の管理運営に係る経費の縮減
	ア　管理経費の縮減方法




	４ 安定的な運営が可能となる人的能力












	ア　職員体制、また採用や確保の方策
(1) 通常時
 ①現場組織機構    様式２－３記載のとおり
 ②現場組織人員

(2) 緊急時、災害時
 ①現場組織機構    様式２－３記載のとおり   
 ②現場組織人員 


	
	イ　組織的なバックアップ体制
 ①通常時
 ②緊急時

	
	ウ　職員の指導育成、研修方針


	
	エ　業務再委託先への指導監督体制


	５ 安定的な運営が可能となる経理的基盤
	ア　金融機関、出資者等の支援体制


	
	イ　本業務から生じる恐れのある経済的リスクを回避する方策


	６ 類似施設の運営実績
	様式２－４のとおり


	７ 資源リサイクル、廃棄物の適正処分及び環境問題への取組、グリーン購入、省資源・省エネルギーの推進等
	ア　汚泥減量化、再利用促進に向けた方策


	
	イ　汚泥その他の廃棄物の適正処分等に向けた方策


	
	ウ　廃熱、処理水の利活用のための方策


	
	エ　組織的な環境方針その他環境問題への取組み



※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。

２　流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－４）
	
	                  項　　　　　　　　　目

	８ 普及啓発・広報活動への取組姿勢・方針等


	ア　生活排水処理施設整備推進、水洗化促進及び適正な維持管理に係る普及啓発・広報活動についての方策


	
	イ　県、流域関連市町村が実施する普及啓発・広報活動との連携についての方策


	９ 地域経済や産業振興に対する視点
	ア　指定管理者が業務を遂行するに当たっての地域経済、地域貢献及び産業振興に対する視点

	
	イ　県、流域関連市町村及び地域の関係事業者との連携協力の方策



※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。

（別紙様式２－３）
３　指定管理者における組織体制
　人員配置計画
①　組織図
組織全体と現場との相関、通常時と緊急時との相違があれば、分かるよう図化すること。（　）内に人数を併記してください。







②　組織人員一覧表
	役職
・職種　

	担当業務


	能力・資格
実務経験年数・業務経歴等
	雇用形態


	雇用者の
確保方策

	年齢層


	備　　考
   


	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	



※１　雇用形態欄には、常勤、臨時、嘱託等の別を記載してください。
２　雇用者の確保方策欄には、申請者が既に雇用している者（雇用済）又は今後雇用を予定するもの（予定）の別を記入してください。
３　備考欄には、勤務体制（勤務時間・休日設定）を記入してください。（別紙可）
４　施設の管理に要する資格については、有資格者の配置が確認出来るように記入してください。
５　グループ申請の場合は、備考欄に所属団体を記入してください。


（別紙様式２－４）
４　類似施設管理運営実績
	施設名


	施設概要
	受託業務概要

	
	処理能力
(日最大)
	水処理方式

	汚泥処理方式
	汚泥消化
槽の有無
	供用開
始年月
	(業務､期間､処理能力等を具体的に記載)
	 受注
 形態

	 （例）
○県△町
公共下水道
	計画
50,000
m３／日
	標準活性
汚泥法

	ｽｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ


	有


	S62.4


	･業務：処理場､ポンプ場運転管理
･期間：H20.4～H23.3
･現有処理能力：10,000m３/日
	共同



	


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	


	




　※（注）１　記載対象施設は公共下水道又は流域下水道に限る。
　　　　　２　グループ申請の場合には、代表団体の実績を記入すること。
　　　　　３　共同企業体等の構成員としての実績は、最大出資団体での実績に限る。

（別紙様式２－５）
５　その他

　流域下水道の管理に関して、アピールや提案等があれば，記入してください。

	




































